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〈
解
　
説
〉

１
．
税
金
と
抵
当
権
の
優
劣

税
金
は
一
般
の
債
権
よ
り
強
い
と
い

う
こ
と
を
聞
い
て
い
る
の
で
す
が
、
Ｘ

さ
ん
の
市
民
税
・
固
定
資
産
税
は
、
当

Ｊ
Ａ
の
貸
金
債
権
よ
り
優
先
さ
れ
る
の

で
し
ょ
う
か
？

税
金
は
、
公
益
性
が
あ
る
た
め
、
確

か
に
一
般
の
債
権
よ
り
強
い
と
い
う
こ

と
に
な
り
ま
す
。
債
権
者
で
あ
る
国
や

地
方
公
共
団
体
は
、
自
ら
滞
納
処
分
に

よ
り
強
制
的
実
現
を
図
れ
ま
す
し
、
滞

納
者
の
財
産
を
調
査
す
る
た
め
質
問
・

検
査
・
捜
索
す
る
権
限
も
認
め
ら
れ
て

い
ま
す
。
ま
た
、
一
般
の
債
権
と
競
合

す
る
場
合
に
は
、
優
先
権
が
認
め
ら
れ

て
い
ま
す
（
国
税
徴
収
法
八
条
）。

す
る
と
、
自
宅
の
競
売
の
申
立
て
を

し
て
も
、
市
民
税
・
固
定
資
産
税
に
優

先
的
に
配
当
さ
れ
て
し
ま
う
の
で
し
ょ

う
か
？

い
え
、
Ｊ
Ａ
は
自
宅
に
抵
当
権
を
設

定
し
て
い
ま
す
の
で
、
税
金
に
優
先
さ

れ
る
と
は
限
り
ま
せ
ん
。
抵
当
権
を
設

定
し
て
い
る
財
産
に
つ
い
て
の
配
当
の

際
は
、
抵
当
権
設
定
登
記
の
日
と
税
金

の
法
定
納
期
限
の
先
後
に
よ
り
優
劣
が

決
ま
り
、
先
の
方
が
優
先
さ
れ
る
こ
と

に
な
り
ま
す
（
国
税
徴
収
法
一
六
条
）。

本
件
の
場
合
は
ど
う
な
る
の
で
し
ょ

う
。抵

当
権
の
設
定
登
記
も
き
ち
ん
と
行

っ
て
い
ま
す
よ
ね
？

も
ち
ろ
ん
、
設
定
と
同
時
に
行
っ
て

い
ま
す
。

そ
う
で
あ
れ
ば
、
抵
当
権
設
定
登
記

が
平
成
二
二
年
一
二
月
で
、
税
金
は
平

成
二
六
年
以
降
の
も
の
で
す
か
ら
、
Ｊ

Ａ
の
貸
金
債
権
の
方
が
優
先
さ
れ
ま
す
。

そ
れ
を
聞
い
て
安
心
し
ま
し
た
。

２
．
出
資
金
に
つ
い
て
の
税
金
と
Ｊ
Ａ

の
貸
金
債
権
の
優
劣

と
こ
ろ
で
、
出
資
金
も
市
か
ら
滞
納

処
分
で
差
し
押
さ
え
ら
れ
た
の
で
す

が
、
今
後
ど
う
な
る
の
で
し
ょ
う
か
？

出
資
金
、
正
確
に
い
え
ば
持
分
の
差

押
え
を
行
っ
た
債
権
者
は
、
差
押
債
権

者
と
し
て
、
ま
た
は
、
民
法
四
二
三
条

に
規
定
さ
れ
て
い
る
債
権
者
代
位
権
に

よ
り
債
務
者
で
あ
る
組
合
員
に
代
位
し

て
、
Ｊ
Ａ
か
ら
の
脱
退
の
手
続
き
（
Ｊ

Ａ
に
対
す
る
持
分
譲
受
請
求
権
の
行
使
、

農
協
法
二
〇
条
一
項
）
を
行
い
、
Ｊ
Ａ
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連　載

問題で確認

！
◯◯××◯×

？
債権管理回収の

基 礎 固 め
官澤綜合法律事務所 所長
東北大学法科大学院 教授　

弁護士 官澤 里美
1957年仙台市の農家の長男として生まれる。1983年東京
大学法学部を卒業し、1986年仙台市で弁護士となる。そ
の後、長年にわたってＪＡの債権回収、役員責任等の各種
相談、法的手続、セミナー等を担当し、ＪＡの健全な経営
をサポートしている。現在、弁護士10名が在籍する官澤
綜合法律事務所所長。2004年より東北大学法科大学院教授。

ＪＡの融資業務における課長の
悩みに、顧問弁護士が答える！

出資金からの債権回収・税金と
の優劣

〈まずは〇×問題にチャレンジ！〉
――あなたはどう考える？　その理由は？――

正解とその
理由は41頁

１

２

３

４

５

税金は、一般の債権と競合する場合に優先権が認められているため、
常に貸金債権より優先的に配当を受けられる。
本件のＸさんの自宅の競売手続では、ＪＡの貸金債権が市民税・固定資
産税より優先的に配当を受けられる。
出資金を差し押さえた債権者は、組合員が自ら脱退手続を行わなけれ
ば、出資金から債権回収を行うことはできない。
本件において、ＪＡは、Ｘさんの出資金の減口手続を行って、出資金と
貸金債権を相殺して債権回収することができる。

破産管財人は、組合員の脱退手続を行うことはできない。

〇or×

第15回

課長

顧問弁護士

今回のお悩み

ＪＡの実務で起こる
相談にいつも親身に
応じている。（ ）

本店の融資課長。支店
を丁寧にフォローして
おり、問いあわせや相
談を多く受ける。（ ）

当ＪＡは、平成22年12月、組合員Ｘさんに対し、Ｘさんの自宅に抵当権を設

定して2,000万円を融資しており、貸金残高は1,500万円です。Ｘさんは、平成26

年頃から病気がちになり、平成26年から当ＪＡへの貸金の返済に延滞が生じて

いました。そして、破産申立も検討しているとの情報もあり、当ＪＡは抵当権

によるＸさんの自宅の競売申立を検討しはじめていました。

そうしたところ、Ｘさんは、平成26年以降の市民税・固定資産税を滞納して

いたため、市から自宅と当ＪＡの出資金（1口2,000円・150口）に滞納処分によ

る差押えが行われました。

Ｘさんの自宅は、立地の悪い所にあり、不動産価格が下落していて、競売を

申立てをした場合の売却価格は1,000万円程度の見込みのため、当ＪＡは、抵当

権で回収できない部分の回収に悩んでいたところでした。

そこに、滞納処分の差押えが行われ、税金は一般の債権より強いと聞いてい

ましたので、自宅の競売代金から税金が優先的に取られてしまうのか、出資金

から当ＪＡの債権の回収は行えないのか悩んでいます。


